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独独立立行行政政法法人人国国際際交交流流基基金金  平平成成2244年年度度計計画画  
 

 

独立行政法人国際交流基金（以下、「基金」とする。）の中期目標を達成するための計画（中期

計画）に基づき、平成24年度における業務運営に関する計画を、以下のとおり定める。 

 

 

I 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき

措置 

 

基金は、国際文化交流事業を総合的かつ効率的に行うに際し、地域別の重点施策及び政策的

課題等、日本ブランドの対外発信を含む、国際文化交流に係る外交政策を十分に踏まえ、長期的

及び広範な視野から相手国との外交関係及び相手国の事情に即し、地域・国別事業方針を各分野

等の事業方針に反映の上、事業を行う。 

 

１ 地域・国別事業方針による事業の実施 

当該国の国内事情及び国際情勢の変化に対応しつつ、基金が定める平成 24年度地域・国

別事業方針に基づき、適切に事業を実施する。海外現地情勢の悪化等に伴う事業の遅延・中

止を回避すべく、在外公館や基金の海外事務所を通じる等により情報収集し、的確な情勢把握

と計画的な準備・調整作業を行うことにより、効果的に事業を実施する。なお、外交上重要な情

勢の展開等を踏まえて機動的な事業の実施が求められる場合は、可能な限り対応するとともに、

やむを得ない事情により事業の実施・中止等及び海外事務所に関する重要な問題に対応する

場合には、事前に外務省と十分協議の上、我が国の対外関係を損なわないよう細心の注意を

払う。（平成 24 年度地域・国別事業計画：別紙１） 

 

２ 分野別事業方針等による事業の実施 

国際文化交流事業を総合的かつ効率的に実施していくため、以下の分野別事業方針等に

基づいて事業を実施する。 

 

（１）文化芸術交流事業の推進及び支援 

対日関心の喚起と日本理解の促進に資するため、多様な日本の文化及び芸術を海外に紹

介する事業及び文化芸術分野における国際貢献事業を、日本と海外の双方向の事業や相手

国の国民との共同作業を伴う事業、人物交流事業等も含め、効果的に実施する。平成24年度

においては、各施策について以下のように事業を行う。 

なお、日中交流センターでは、自己収入財源（政府出資金等の運用益収入等）によって、青

少年を中心とする国民相互間の信頼構築を目的とする中国高校生長期招へい事業、中国各地

に設置された「日中ふれあいの場」の運営等について、継続的かつ安定的な実施を図る。 

 

[諸施策] 

ア 多様な日本の文化及び芸術の海外への紹介 

諸外国の国民の日本の文化・芸術に対する関心を促進し理解を深めるため、文化人・

芸術家等の派遣・招へい、講演、セミナー、ワークショップ、展示、公演、映画・テレビ番組

の上映・放映・制作、書籍の出版・翻訳等の事業の実施・支援や青少年交流、ウェブサイト

等を通じた関連する情報の発信等を通じ、多種多様な日本文化の諸相を海外に伝える。 

事業の実施は、外交上の重要性及び地域・国別方針に基づき、地域・国の視点に立っ

て行う。すなわち、以下の地域・国においては重点的に、様々な事業手法の組み合わせや

他の事業分野との連携による複合的・総合的な事業実施を通じて、特により深い日本理解

につなげる。その他の地域・国については、外部リソースの活用、フィルムライブラリーの有
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効活用のための工夫等も含め、より効率的に効果のあがる事業形態・方法を検討する。 

・米国：日米同盟深化のための日米交流強化、日米桜寄贈100周年（2012年） 

・中国：日中交流の深化、日中国交正常化40周年（2012年） 

・ミャンマー：ミャンマー文化交流ミッションのフォローアップ、新たな国づくりにおける支

援 

・ASEAN 諸国：21 世紀東アジア青少年大交流計画プログラムのフォローアップ、日・

ASEAN 交流 40 周年（2013 年） 

・南アジア：日印国交樹立 60 周年、他の南西アジア国交樹立周年（2012 年） 

・中東・北アフリカ：日本イスラエル外交関係樹立 60周年（2012 年） 

・ロシア：主要都市向け戦略的集中文化発信プロジェクト 

・英国：ロンドン五輪 

 

なお、主催事業については、事業対象者にアンケートを実施し、回答数の70％以上から

有意義であったとの評価を得ることを目指す。 

また、ウェブや出版物による情報発信や学芸員等専門家の交流を推進し、公演、展示、

映像・出版等の事業企画につなげる。 

 

イ 文化芸術分野における国際貢献 

国際共同制作や人物交流等を含む、双方向型、共同作業型の事業を積極的に実施す

る。特に、相手国との間で一体感の醸成が求められる国・地域との間においては、中長期

的な発展性を考慮する。 

また、文化を通じた平和構築、災害復興・防災、環境等共通課題への取組、固有文化の

保存・継承及び活用のための人材育成等を推進するため、専門家派遣・招へいやセミナー、

ワークショップ等を実施する。 

なお、文化遺産の保護の分野における国際貢献事業の実施に当たっては、「海外の文

化遺産の保護に係る国際的な協力の推進に関する法律」（平成十八年法律第九十七号）

の着実な施行に配慮する。 

事業の実施は、外交上の重要性及び地域・国別方針に基づき、地域・国の視点に立っ

て行う。 

特にアジア・大洋州地域、中でも日中韓においては、共同事業等を通じた交流と文化を

通じた共通課題への取組みを積極的に推進する。 

主催事業については、事業対象者にアンケートを実施し、回答数の70％以上から有意

義であったとの評価を得ることを目指す。 

 

（２）海外日本語教育、学習の推進及び支援 

日本語の更なる国際化を推進するための基盤整備を行うため、「JF日本語教育スタンダード」

の活用を推進し、定着を図るとともに、同スタンダードに準拠した日本語教育講座を海外で拡大

するほか、eラーニング教材を整備する。これにより、日本語学習の効果、効率の向上や若年層、

初学者層の学習促進・支援を図る。また、日本語能力試験については、「JF日本語教育スタン

ダード」との関連を整理し、日本語能力を測定する唯一の大規模試験としての信頼性の維持・

増進を図る。 

また、各国・地域の政府・日本語教育拠点などの関係機関と連携を取りつつ、対象国・地域

の教育環境、言語政策、日本との外交その他の関係、日本への関心の在り方、学習者の目的、

日本語普及上の課題などに対応して事業を行う。その際、将来的に、現地において日本語学

習が定着し、自立的・継続的に日本語教育が行われることを視野に入れる。 

政府の『新成長戦略』などの方針や重要な外交政策に基づいて生じる日本語普及に関する

新たな要請やニーズに対しては、基金の特性を踏まえた効果的な日本語事業を行う。特に、政

策的要請に基づく経済連携協定（ＥＰＡ）に関わる日本語研修事業に適切に対応する。 

これらの措置を通じて海外における日本語学習者が着実に増加するよう努める。それに併せ
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て、日本語能力試験について、実施規模の拡大、収支の安定と自己収入の拡大を図る。また、

事業の整備・拡充に当たり、効率化や自己収入拡大に可能な限り努めつつ、これを進める。 

なお、事業実施にあたっては、定量的指標に基づき適切に事業成果を把握することに努め、

主催事業については、支援対象機関や研修参加者等にアンケートを実施し、70％以上から有

意義であったとの評価を得ることを目標とする。長期的な研修については、日本語能力の向上

を一つの目標とし、研修の開始時と終了時に日本語能力を測定する。助成事業等、アンケート

実施が困難な事業については、適切な指標に基づいた外部有識者による評価を実施し、「順

調」以上の評価を得ることを目標とする。ウェブサイトを通じた日本語教育に関する情報提供に

ついては、年間アクセス件数が前期中期目標期間中の平均年間アクセス件数を上回ることを目

標とする。日本語国際センター、関西国際センターに設置されている図書館の来館者数につい

ては、現地日本語教師等の研修参加者数等に基づき適切な目標値を設定して運営に当たる

（平成24年度の目標値は、日本語国際センター：1万6千人超、関西国際センター：1万5千人

超）。 

また、平成24年度より独立行政法人国際協力機構から移管される日本語教師を対象とする

研修事業の実施に当たっては、既存の日本語国際センターのスタッフ、講師等の人的資源（能

力、経験・知見、ネットワーク）で実施体制を構築するとともに、既存の施設・設備の活用や他の

研修参加者との合同授業等の実施を通して効率的な実施を図る。関西国際センターにおいて

は、施設の有効活用を目的として、必要に応じて国際協力機構兵庫国際センターとの連携に努

める。 

これらを踏まえ、平成24年度においては以下のように事業を行う。 

 

[諸施策] 

ア 日本語の国際化の更なる推進のための基盤・環境の整備に向けて、以下のa～fを実施す

る。 

a  「ＪＦ日本語教育スタンダード」の活用推進、定着 

「JF 日本語教育スタンダード」に関する教師研修会、セミナー、学会発表を各国・地域、

国内において行うととともに、「JF 日本語教育スタンダード 2010」の他国語への翻訳、公

開を行い、各地における理解を高める。 

また、同スタンダードのウェブサイトにおいて公開されている「Can-do サイト」を利用促

進のため平成 23 年度末に機能を改修しており、改修後の新「Can-do サイト」を用いての

セミナー開催を行う。 

また、「JF 日本語教育スタンダード」に準拠した教材「まるごと 日本のことばと 文化」

の制作、利用促進をとおして、同スタンダードの理念の普及及び利用を促進する。 

b 「ＪＦ日本語教育スタンダード」の考え方に基づく日本語普及事業の展開 

中期計画を踏まえ、平成 24 年度においては、国際交流基金の海外拠点における直

営講座（ベトナム・ホーチミン及び米国・ロサンゼルス等）を拡充するとともに、国際協力機

構（JICA）が展開、協力している日本人材開発センターのうち、モンゴル、ウズベキスタン、

ラオスの各センターにおける日本語講座を国際交流基金の連携講座として、その活動を

拡充する。 

国際交流基金日本語講座において、「JF日本語教育スタンダード」準拠教材「まるごと 

日本のことばと文化」を利用する他、同スタンダードの理念に沿った運営を行う。 

また、「まるごと 日本のことばと文化」を各国・地域の日本語教師会等で紹介すること

により、「JF 日本語教育スタンダード」の考え方に基づいた日本語教育の促進を図る。 

更に、附属機関において「JF 日本語教育スタンダード」を取り入れた研修を行うととも

に、北米、欧州、中国、韓国、豪州等の日本語教育学会、教師会が実施する中等教育・

高等教育間の日本語教育のアーティキュレーション（接続性、統一性）改善等のプロジェ

クトを通して、同スタンダードの利用促進を図る。 

c 日本語能力試験の安定的拡大 

日本語学習者の日本語能力を測定し、認定するための試験事業の企画・立案、作題、
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実施、分析、評価及び調査を行う。 

平成24年度は、7月の第1回試験を22か国・地域、103都市、12月の第2回試験を61か

国・地域、202都市で実施する。なお、平成23年3月の東日本大震災発生以降、平成23年

12月試験において対前年同月試験比で海外受験者数が10％程度落ち込むなど受験者

の大幅な減少傾向が見られることを踏まえ、平成24年度は、受験者の減少を通年で前年

比5％以内に抑え、受験者数を年間46万人程度以上とすることを目標とする。 

また、ＪＦ日本語教育スタンダードとの関連を整理するとともに、実施地の増加や広報

の充実を行い、応募者の安定的な確保に努める。あわせて、受験料による現地機関収入

のみでの現地経費支弁の徹底、現地収支剰余金の基金への還元の促進、現地の情勢も

踏まえた適切な受験料の設定を行い、自己収入の拡大と収支の安定に努める。 

d e ラーニング事業の整備、推進 

ウェブ版「エリンが挑戦！にほんごできます。」の提供言語としてフランス語、インドネシ

ア語を追加し、さらなる利用促進を図る。また「JF 日本語教育スタンダード」準拠教材「ま

るごと 日本のことばと文化」の自習用ウェブサイトを開発する。 

これにより、対日理解拡大の効果が大きい若年層、初学者に対する日本語学習促進・

支援を進め、対日理解のすそ野の拡大に努める。 

e 日本語事業に関する調査、情報提供 

平成 24 年度に全世界一斉の日本語教育機関調査を実施する。また、日本語教育に

関する国別情報を本年度も見直し、基金の海外拠点、派遣専門家のネットワーク等の活

用や在外公館の協力に基づき、海外の日本語教育についての最新の情報提供に努め

る。 

f 経済連携協定（EPA）関連日本語教育の着実な実施・拡充 

経済連携協定（EPA）にもとづく看護師・介護福祉士候補者への日本語教育をインドネ

シア、フィリピンにおいて継続実施する。新たに事業開始予定のベトナムにおいても関

与を図る。 

 

イ 中期計画を踏まえ、各国・地域の状況に応じ、以下のg～jを、その組合せや優先度を検討し

つつ実施する。 

g 各国・地域の日本語教育拠点ネットワークの整備・活用 

平成24年度においては、JFにほんごネットワーク（通称：さくらネットワーク）の中核メン

バーの活動を支援し、同メンバーを中心とする海外日本語教育の総合的ネットワークを構

築・活性化することにより、効果的な日本語普及事業を実施する。 

h 各国・地域の日本語教育基盤の強化、充実に向けた協力、支援 

現地日本語教師を招へいし、「日本語」「日本語教授法」「日本事情」を中心とした短

期・長期研修、また各国・各地域のニーズに合わせた国別研修を実施する。また日本語

教育の指導者となるべき人材の育成を目的とした日本語教育指導者養成プログラム（修

士課程）、上級研修を実施する。 

他方において、海外各国・地域で拠点となる日本語教育機関、基金海外拠点等に日

本語専門家等を派遣し、当該国・地域の状況に応じた日本語普及を支援する「アドバイ

ザー型派遣」を引き続き実施するとともに、必要に応じ日本語の指導にあたる。 

i 各国・地域の日本語学習者に対する支援 

外交官公務員日本語研修、文化学術専門家研修、各種日本語学習者奨励研修を継

続実施するほか、外交上の必要性の高い国への日本語学習者には特に配慮し、平成 23

年度に東日本大震災を契機として開始した「米国ＪＥＴ記念高校生招へい」事業を継続実

施する。 

j 日本語教材・教授法等の開発・普及等 

各国・地域で行われる教材の開発を支援することにより、各国・地域の事情に応じた多

様な学習者のニーズに応える。 
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（３）海外日本研究・知的交流の促進 

海外日本研究及び知的交流を効果的に促進するため、各国・地域の事情、必要性を把握し

つつ、海外日本研究及び知的交流それぞれの性格に応じて、効果的に事業を実施する。 

 

ア 海外の日本研究の促進 

海外の日本研究支援事業については、外交上の必要性を踏まえるとともに、各国・地域の

日本研究の状況及び日本研究振興のためのニーズを把握し、長期的な視点から対日理解

の深化及び対日関心の維持拡大に資するよう、適切に実施する。 

ただし、外交上のニーズ及び日本研究事情の変化があった場合には、柔軟に対応し、効

果的な事業実施に努める。平成24年度においては、各施策について以下のように事業を行

う。 

 

[諸施策] 

a 機関支援 

海外各地の日本研究の拠点機関等に対して、中長期的支援の観点から、教師派遣

や研究・会議への助成等複数の手段を組み合わせた包括的な助成方式の支援を実施

する。機関支援は、各国・地域における日本研究・対日理解の中核となる機関や将来そ

のような役割が期待される機関を対象とする。また、国・地域によって日本語専攻過程を

有する大学等が日本研究の拠点となる場合も、支援対象とする。 

なお、米国においては、機関支援や学生訪日研修への助成を通じ、米国各地の大学

での日本研究コースの維持・発展のため支援を強化拡充する。 

中国においては北京日本学研究センターの第7次三か年計画を開始する。 

日本研究機関支援対象の機関の 70％以上から有意義であったとの評価を得る。 

b 研究者支援 

海外の日本研究者の人材育成のため、各国の研究者に長期及び短期の日本研究フ

ェローシップの供与を行う。フェローシップ対象者人選においては、各国ごと事情を踏ま

えつつ、博士論文執筆予定者等を含めて、若い研究者人材の採用に配慮する。 

フェローシップ受給者の70％以上から有意義であったとの評価を得る。 

また、日本研究者や他の有識者の参加する会議や交流を実施または支援し、日本研

究振興を図る。 

c ネットワーク支援 

海外諸国・地域の日本研究者間のネットワークの形成を促進するため、平成24年度中

のイスラエルの日本研究協会設立の支援を含め、日本研究者の学会や元日本留学生

組織の活動を支援する。また、東アジア（日中韓）の日本研究者のネットワーク構築のた

めの会合等を開催する。 

 

イ 知的交流の促進 

日本と各国の共通の関心テーマや国際的重要課題についての対話や共同作業、人的交

流を実施・支援することによって、我が国の対外発信を強化するとともに、そのための人材育

成に資する支援等を行う。事業の実施に当たっては、外交上の必要性及び相手国の事情を

踏まえ、また、他団体との協力・連携、ネットワーク形成並びに対日理解を有するオピニオン

リーダーの育成といった観点等に配慮する。平成 24年度においては、各施策について以下

のように事業を行う。 

 

[諸施策] 

a 対話・共同研究 

日本と諸外国との間の共通課題（地球的課題、地域の重要課題等を含む）や、相互関

係の強化、相互理解の深化等に資するテーマについての国際会議・シンポジウム等の

対話や共同研究を実施、または支援する。 
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過去の招へい者・事業参加者やフェローなどの有識者を交えて基金設立 40周年の機

会を捉えシンポジウムを実施するほか、東アジアの次世代を担う人材間の知的交流事

業、日中国交回復40周年にちなむシンポジウム等の支援、アラブ諸国等現在改革に取

組みつつある国との知的交流事業等を行う。日米センター事業においては、日米間の

多様な共同研究事業・知的対話事業などを実施・支援する。 

これら事業実施においては内外の他機関・団体等との連携により事業効果と効率を高

める。また、助成事業では、支援対象となった機関の 70％以上から有意義であったとの

評価を得る。 

b 人材育成 

日本と諸外国との共同研究や知的交流、更には地域・草の根交流などを行うための人

材を育成するために、各種共同事業の実施・支援やフェローシップの供与等を行う。 

各種の知的交流事業への支援や主催実施を通じて対外発信能力を持つ我が国の人

材を養成していく他、人材育成グラント・プログラムでは学生や草の根・市民団体等の国

際交流活動の支援により国際交流を担う人材の育成を図る。 

これら助成事業では、支援対象となった機関の 70％以上から有意義であったとの評価

を得る。 

また、米国との間では、今後の日米間の知的対話を促進する上でも重要となる研究者

育成に資する安倍フェローシップ・プログラムを実施し、フェローシップを供与したフェロ

ーの70パーセント以上から「有意義だった」との評価を得ることを目標とする。また、米国

との地域・草の根交流については市民レベルの相互理解を促進するため、日米草の根

コーディネーター派遣プログラムにより、米国の中西部・南部地域に日本人コーディネー

ターを派遣する。更に、米国における次世代知日層の育成を図る目的で、米国の日本

専門家・研究者などのネットワーク構築事業などを実施・支援する。 

 

（４）東日本大震災からの復興に資する事業の実施 

東日本大震災後に高まった日本に対する国際関心・連帯意識をより深い日本理解につなげ

るとともに、防災や災害復興面での国際貢献に資する対話交流事業等により、震災の経験と教

訓を国際社会と共有する。また、復興に向かう日本の魅力を伝え、もって日本ブランドの強化を

図る。 

平成24年度においては、以下のような事業を行う。 

・芸術家や文化人等が東日本大震災にどのように立ち向かっているかを海外に紹介する事

業、共同制作事業等を通じて、海外の人々の被災地への関心を長期的・継続的に深め

る。 

・大震災の経験を海外の人々と共有し、共に考える機会となる事業を行う。東日本大震災と

復興、あるいは防災に関する会議・対話等を支援し、復興に向かう日本の姿を発信すると

ともに、防災等の経験と教訓について国際社会との共有を図る。 

・東北の生活に息づく民俗芸能や 自然の美しさ、民芸運動にも影響を与えた手仕事など

東北の魅力を海外に紹介する事業により、東北の文化、歴史、社会への理解を深める。 

なお、福島の復興及び再生のための特別の措置に関する政府の方針に適切に対応しつつ

事業を行う。 

 

（５）国際文化交流への理解及び参画の促進と支援 

国内外各層の国際文化交流への理解及び参画の促進と支援のため、平成24年度において

は以下のように事業を行う。 

 

ア  国内のさまざまな国際交流関連団体及び人物とのネットワークの形成と強化を図るため、国

際文化交流全般及び基金事業に関する情報を提供し、国際文化交流及び基金事業に対す

る理解を求める。 
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イ  基金本部に設置されている図書館については、図書館のリソースを活用した展示その他の

イベントを実施し、効果的かつ効率的に情報提供を行い、基金事業への理解と関心を高める

とともに、利用者数の増加を図る。 

 

ウ  国際文化交流に貢献のあった国内外の個人・団体に対する顕彰を行い、これを効果的に広

報することにより国際文化交流及び基金への理解と関心を得るように努める。また、国内の地

域に根ざした優れた国際交流を行っている団体を顕彰し、効果的な広報を行う。 

 

エ  インターネットを通じた広報を更に強化する。基金ウェブサイトについては、コンテンツやイン

ターフェースの見直しを行う。若い世代を中心としたネットユーザーに対しては、Twitterや

Facebook等のソーシャルメディアへの取り組みを強化する。また、インターネットを通じた英語

による発信の強化を図る。 

基金ウェブサイトの訪問者数については、年間アクセス件数が第2期中期目標期間の平均

値を超えることを目標とする。また、ウェブマガジン「をちこちMagazine」については、年間の

訪問者数の目標値を6.5万件とする。 

 

オ  基金設立40周年の機会に、基金の活動と成果を広く発信し、国際文化交流の意義と基金の

事業に対する一般の理解を促進する活動を行う。 

 

カ  我が国を巡る国際環境の変化に伴う、内外の国際文化交流の動向の変化を把握し、これら

に的確に対応するため、必要な調査・研究を行う。 

 

（６） その他 

ア 海外事務所の運営 

基金の海外事務所は、中期目標に示された諸点を踏まえ、運営経費の効率化に努めつつ、

所在国及び状況や必要性に応じてその周辺国において、関係者とのネットワーク構築、国

際文化交流に関する情報収集等を通じて現地の事情及びニーズを把握し、在外公館の広

報文化センターとの役割分担に関しては、平成24年6月の「広報文化外交の制度的あり方に

関する有識者懇談会」の提言内容を十分考慮して、事務所の施設を効果的かつ効率的に

活用して事業を実施するとともに、現地における効果の高い事業実施のために必要となる関

係団体及び在外公館との協力、連携等に努める。また、外部リソースや現地職員の活用、海

外事務所間の連携に努める。また、日本語教育講座の拡大など基金事業の積極的展開に

当たり、必要な課題の整理、解決に努める。 

海外事務所に設置されている図書館は、経費の増大を招かない形で、ウェブサイト等を通

じた広報の強化や日本語講座受講者の利用を促進するなどして、平均利用者数の増加及

び利用者の利便性向上に取り組む。 

 

イ 京都支部の運営 

京都支部は、本中期目標に示された諸点を踏まえ、関西国際センターとも連携し、関西に

おいて関係者とのネットワーク構築を図り、効果的かつ効率的に事業を実施するとともに、引

き続き業務運営の合理化に努める。 

なお、大阪府や奈良県に滞在しているフェローに対する支援等については、当該フェロ

ーの受入機関所在地や居住地からの利便性に配慮しつつ、関西国際センターと連携して実

施する。 

 

ウ 国際文化交流のための施設の整備に対する援助等の事業 

国際文化交流を目的とする施設の整備に対する援助、並びに国際文化交流のために用

いられる物品の購入に関する援助及びこれらの物品の贈与を行う事業等については、特定

事業を支援する目的でなされる寄附金を受け入れ、これを原資として当該特定事業に助成
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を行うことを通じ、民間資金の有効な活用を図り、日本及び海外で計画される国際文化交流

活動を推進する。なお、寄附金の受け入れ、対象事業については基金に外部有識者からな

る委員会を設け、適正な審査を行う。 

 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 経費の効率化 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22年 12 月 7 日閣議決定）等を踏

まえ、以下のような方法により、基金事業の規模及び質が低下しないよう十分配慮しつつ、業務

の効率化を堅持することにより、中期目標の期間中、一般管理費及び運営費交付金を充当する

業務経費の合計について、対前年度比 1.35％以上の削減を行う（ただし、新規に追加される業

務、拡充業務等は対象外）。また、人件費については次項に基づき取り組むこととし、本項の対

象としない。 

・本部事務所や宿舎の賃借料・修繕費等の縮減を図る。 

・契約の競争性を高めることにより経費の削減を図るとともに、市場化テストの取り組みを継続し、

新規案件の導入を行うことで、更なる業務合理化、経費効率化を図る。 

・事業参加者による適切な負担確保、共催機関との経費分担などにより基金負担経費の削減

に努める。 

 

２ 給与水準の適正化等 

（１）給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与について

検証した上で、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

職員の在勤手当については、適切な見直しに向けて作業を進めるとともに、海外運営専門員、

日本語専門家等の職員以外の在勤手当についても、同様に見直しの作業を進める。 

（２）総人件費については、政府の方針を踏まえつつ適切に対応していく。その際、経済連携協定

（ＥＰＡ）に関わる日本語研修等、今後の基金に対する政策的要請に基づく新規事業・拡充事業

の実施や在外における体制の強化に的確に対応できるよう、必要な人員体制を確保する。なお、

当該経費についても効率化の対象とする。 

 

３ 柔軟かつ機動的な業務運営 

法人の自律性及び法人の長の裁量等を活かし、柔軟かつ機動的な業務運営を行う。業務

効率化努力を継続し、総人件費削減（上記の政策的要請に基づく新規事業・拡充事業への対

応を除く）に資するような組織の再編及び人員配置の適正化を図る。なお、政策的要請に基づ

く業務運営についても、同様に効率的な組織・体制となるよう適正化を図る。 

組織の再編については、文化芸術交流事業の国・地域別方針に即した事業展開に向け、文

化事業部のチーム再編を行う。また、管理部門の組織を簡素化するとともに、社会連携業務を

一元化することで、業務の合理化と国内広報機能の強化を図る。 

最適かつ合理的な人員配置については、日本語事業分野等の政策的要請に基づく重点分

野への優先的な人員配置や在外における体制の強化に対応した人員配置など、その時々の

事業環境の変化や、それに応じた政策の動向を踏まえて適切かつ柔軟な対応を行う。 

海外事務所については、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留

意しつつ、関係機関の海外事務所と事務所を共用化し、相互に連携した業務を実施できるよう

に関係機関との間の連絡会を海外において設置する等の仕組みを構築の上、「独立行政法人

の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年1月20日閣議決定）に従い、国際協力機構、

日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所との機能的統合の在り方等について

検討を行い、平成 24年夏までに結論を得て、その実施に向けた作業を行う。 

また、海外事務所が存在しない国・地域については、外交上の必要性に応じた事業展開に

必要な海外事務所の設置や基金の役割強化の在り方について検討する。 
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４ 契約の適正化の推進 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21 年11 月17 日閣議決定）に

基づく取組を着実に実施し、一層の競争性と透明性の確保に努め、契約の適正化を推進する

ことにより、引き続き、随意契約の見直しの徹底と一者応札・応募の改善を通じた業務運営の一

層の効率化を図る。 

平成 24 年度においても、随意契約等見直し計画を踏まえつつ、引き続き、事前事後におけ

る自己点検に着実な実施、契約監視委員会による点検、一者応札・応募案件におけるアンケー

トの実施、調達にかかる手続きの標準化や実務指導を行う体制の整備等の諸方策を通じ、随意

契約を真にやむを得ないものに限定するとともに、一者応札・応募の縮減を図ることで、業務運

営の一層の効率化を図る。 

 

５ 関係機関との連携確保等 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年1月20日閣議決定）に定め

られた方針を着実に実施すべく、関係省庁・機関が設置する共同会議体に参加し、関係法人の

連携･協力の仕組みの構築に着手する。また、国際観光振興機構との統合あるいは連携強化の

在り方の検討については、平成23年度末に示される方向性に従い、平成24年夏までに結論を

得るべく、必要な作業を行う。 

また、事業の重複排除及び協力・連携の確保・強化を図り、国際的な交流促進の観点から効

果的かつ効率的に事業を実施するため、国際広報連絡会議等の場を活用するとともに、外務省

が設置した「広報文化外交の制度的あり方に関する有識者懇談会」の提言を活かし、日本全体

としての戦略性と実施体制の向上に向けて、在外公館との間で協力・連携を強化するための仕

組みを構築する。更に、環境の変化や、それに応じた政策の動向を踏まえつつ、廃止や他機関

への移管も含め、事業の不断の見直しを行う。 

 

６ 内部統制の充実・強化等 

（１）法令等を遵守するとともに、業務の特性や実施体制に応じた効果的な統制機能の在り方を検討

し、内部統制の充実・強化を図る。また、リスク・マネジメント手法を中心とした内部監査の実施に

より、内部統制機能の有効性のモニタリングを行う。更に、コンプライアンス推進委員会を実施す

る等により、コンプライアンスに係る取組みを推進する。 

（２）外部有識者も含めた事業評価の在り方について適宜、検討を行いつつ事業評価を実施し、そ

の結果を組織、事務、事業等の改善に反映させる。 

（３）管理する情報の安全性向上のため、「国民を守る情報セキュリティ戦略」を始めとする政府の情

報セキュリティ戦略に沿った対策の作成、及び大規模震災等の災害に備えた事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）の検討のための重要情報管理の指針策定に着手する。 

 

 

Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

 

１ 予算 

別紙２のとおり 

 

２ 収支計画 

別紙２のとおり 

 

３ 資金計画 

別紙２のとおり 

 

４ 財務内容の改善に関する事項 

自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。また、一層
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の透明性を確保する観点から、決算情報・セグメント情報の公表の充実等を図る。 

 

（１）運用資金については、原則、安全性を最優先した上で有利な運用を行う。なお、日米センター

事業等支払が外国通貨で行われる事業については、安全性を確保しつつ、外貨建債券による運

用も行い、必要な事業収入の確保を図るとともに、資金運用諮問委員会及び外務省独立行政法

人評価委員会における点検や検討の結果を踏まえ、欠損金の発生を抑制し、法人財政を健全

化するために必要な措置を講ずるものとする。 

 

（２）事業活動一般に対する寄附金のみならず、個別の事業活動についても民間からの寄附金受け

入れをより一層推進していく。景気回復の遅れを反映し、企業・個人からの寄附金獲得が困難な

状況が続くことが予想されるが、引き続きより多くの寄附金受入を行うよう努める。 

 

（３）経費の効率化を目的に、現地の事情等を勘案した上で、日本語能力試験受験料や各種催しに

おける入場料等の受益者負担の適正化を、引き続き行う。加えて、他団体との共催、協賛、協力

等を積極的に進め、外部リソースの活用を図る。 

 

（４）業務の効率化を進める観点から、各事業年度において適切な効率化を見込んだ予算による運

営に努める。また、基金の保有する資産については、詳細な資産情報の公表を引き続き行うとと

もに、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的

な処分、経済合理性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行うもの

とする。日本語国際センターや関西国際センターの宿泊施設について、引き続き適切な利用を

図る。また、保有宿舎についても、入居率の向上を図る。その上で、基金の資産の実態把握に基

づき、基金が保有し続ける必要があるかを厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うも

のとする。職員宿舎については、独立行政法人の宿舎の見直しに係る政府の方針に則り、適切

に対応する。 

 

（５）予算の執行状況を的確に把握した上で、業務を実施する。 

 

５ 短期借入金の限度額 

短期借入金の計画なし 

 

６ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する

計画 

なし 

 

７ 前項に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

なし 

 

８ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した時は、文化芸術交流事業の推進及び支援、海外日本語教

育、学習の推進及び支援、海外日本研究・知的交流の促進、国際文化交流への理解及び参

画の促進と支援等のために必要な事業経費に充てる。 

 

 

Ⅳ その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項 

 

１ 人事に関する計画 

上記目標の達成に向けて効果的かつ効率的な業務運営を行うための人材確保を着実に実

施するとともに、職員の能力の更なる向上を図る。 
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２ 施設・設備の整備・運営 

業務の目的・内容に適切に対応するため長期的視野に立った施設・設備の整備を行い、効

果的かつ効率的な運営に努める。平成 24 年度においても、引き続き、防災等の研修や各種活

動の充実を通じて、良好な研修環境や機能の確保を図る。 

 

 

３ 基金法 14条第 1項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する事項 

前期中期目標の期間の最終事業年度において、独立行政法人通則法第44条の処理を行

ってなお積立金があるときは、その額に相当する金額のうち外務大臣の承認を受けた金額につ

いて、やむを得ない事情により前期中期目標期間中に完了しなかった業務及び寄附金収入、

運用収入を充てるべき業務等の財源に充てることとする。 

 

以 上 
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［別紙１］ 

平成 24 年度 地域・国別事業計画 

 

1． アジア地域 

（1） 地域別計画 

ア. 東アジア 

重要な隣国である韓国、中国とは増大する経済面での相互依存関係や人的交流を背景に関係

が一層緊密化している。東アジア地域の安定と繁栄のため、またグローバルな課題への効果的

な取り組みのため、韓国及び中国との間で未来志向の安定的関係を構築・強化することが重要

である。日中韓3国間の交流・対話事業、あるいは3国を含めたアジア地域大での交流・対話事

業の企画・実施にも留意する。 

 

イ. 東南アジア 

2015 年には「ASEAN 経済共同体」が誕生することになっており、地域の「連結性強化」が重要課

題となっている。人的交流や知的対話の促進、マルチの枠組みでの交流事業の実施などで日

本が触媒役となって貢献が可能と考えられる。平成24年のJENESYSプログラム（21世紀東アジ

ア青少年大交流計画）終了後も人材育成やネットワークの維持・発展を図ることが肝要である。

また、近年、相対的に日本の文化的プレゼンスが低下している面もあり、一般的な日本文化への

関心をより深く幅広い日本理解や日本語学習へとつなげるような戦略的な事業展開が重要であ

る。2012 年日東ティモール国交樹立 10 周年記念平和年、2013 年日 ASEAN 交流 40 周年や、

民主化が進展しつつあるミャンマーに向けた事業展開に留意する。 

 

ウ. 南アジア 

日本は南アジア地域の諸国とは友好的な関係を有しており、南アジア地域協力連合（SAARC）

にはオブザーバーとして参加している。インドを中心に高い経済成長率を維持しているが、一方

で各国それぞれ社会問題や政治問題等の不安定要因も抱えている。JENESYS プログラム終了

後の人材育成やネットワークの維持・発展に留意して事業を実施する。 

 

（2） 国別計画 

国際交流基金の拠点が所在する韓国、中国、インドネシア、タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシ

ア、インドについて、次のとおり事業を実施する。 

 

ア． 韓国 

（ア） 未来志向的関係の構築・強化のためのパートナーシップ醸成に資する事業の展開 

日韓両国が共通の課題の克服に向けて相互の経験を活かしあい協力していくような未来志向

の関係を醸成・強化するために、日韓両国がかかえる社会的問題との関連の深い分野を中心

に事業を展開する。 

【事業例】知的対話事業の支援 
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（イ） 安定的かつ長期的な信頼関係を構築するための若い世代及び地方への働きかけ 

交流と対話を効果的・効率的に行うために、次代を担う「若い世代」、及び日本に関する情報

量が相対的に少ない「地方」における市民レベルの交流・対話事業に力をいれていく。 

【事業例】「3.11－東日本大震災の直後、建築家はどう対応したか」展の実施 

（ウ） 日本語教育関係者・日本研究者に対する支援 

日韓間のより深い相互理解と、より強固なパートナーシップ構築の基盤を支える上で重要な役

割を果たしている韓国の日本語教育関係者・日本研究者に対する支援を進める。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施、日本

研究フェローシップの実施 

（エ） 日中韓、及びアジア地域での交流 

共同制作やその支援を始めとして、3 国間の交流・対話事業、あるいは 3 国を含めたアジア地

域大での交流・対話事業を実施する。 

【事業例】日中韓演劇共同制作事業の実施、「日中韓次世代リーダーフォーラム」の実施 

 

イ． 中国 

（ア） 日中国交正常化 40 周年を契機にした未来志向の親近感の醸成 

中国とのより安定的な未来志向の関係を構築するため、地方展開にも留意しつつ、若い世代

を中心により広い市民レベルでの対日観の改善、親近感の醸成と対日理解の促進を図る。 

【事業例】「日本美術の40年」展の実施、中国高校生長期招へい事業の実施、「ふれあいの場」

事業の実施 

（イ） 共通の課題解決に向けての協働による、より深い人的ネットワークの形成 

共通の課題の解決に向けての協働、協力関係を育て、強めていくため、知的分野での交流事

業の効果的実施を通じ知的ネットワークを構築・強化していくと同時に、助成事業等を通じて

市民レベルでの協働に資する事業を支援する。 

【事業例】「第 5 回アジア紙文化財保存修理シンポジウム」の実施、日中知的交流強化事業の

実施 

（ウ） 日本語教育の拡充による日本に対する関心・関係をもつ層の拡大 

日本に対する関心・関係をもつ層の拡大という観点からも、日本語学習の量と質の更なる向上

をめざす。 

                                                   

 さくら中核事業 

国際交流基金海外拠点を含む、海外各国・地域における日本語教育推進に関して中核的役割を

担う機関・団体のネットワークである「JF にほんごネットワーク（通称：さくらネットワーク）」の個々の構

成機関・団体が企画・実施する教師研修、教材開発、セミナー・シンポジウム等の事業。当該国・地域

の日本語教育関係者・関係機関が広く成果を共有できる事業であることを実施要件としている。

国際交流基金の海外拠点においては、直接、事業を企画・実施するほか、拠点所在国の他の日本

語教育機関への助成が可能。拠点以外の構成機関・団体が企画・実施する場合には、国際交流基

金からの助成事業として実施される。 
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【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施 

（エ） 日本研究支援の拡充による日中相互理解の基盤の強化 

日中相互理解の基盤を支える上で重要な役割を果たす日本研究の支援を効果的に実施して

いく。 

【事業例】日本研究機関の支援、北京日本学研究センター事業の実施 

（オ） 日中韓、及びアジア地域での交流 

共同制作やその支援を始めとして、3 国間の交流・対話事業、あるいは３国を含めたアジア地

域大での交流・対話事業を実施する。 

【事業例】日中韓演劇共同制作事業の実施、「日中韓次世代リーダーフォーラム」の実施 

 

ウ． インドネシア 

（ア） 良好な対日観の維持・対日理解の促進 

良好な対日観を維持するとともに、ポップカルチャー等によって若者層をさらに日本に惹きつ

けるための事業を推進する。対日理解の底上げのため、地方都市での日本文化紹介事業等

の実施にも努める。 

【事業例】アニメ・漫画レクチャー・デモンストレーションの実施、日本語学習サイト「エリンが挑

戦！にほんごできます。」インドネシア語版ページ開設 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

専門家間のネットワークを形成することで将来の交流を担う人材育成を図る。また、若手の芸

術家や日本研究者など、将来的な日本紹介者・協力者の人材発掘・育成を進める。 

【事業例】JENESYS プログラム「東アジアクリエーター招へいプログラム」の実施、インドネシア

日本研究学会の支援、専門日本語研修（文化・学術専門家）の実施 

（ウ） 日本語教育の強化 

中等教育段階の日本語学習者急増に対応するため、日本語教師育成を強化する。また、経

済連携協定（EPA）による看護師・介護福祉士候補者の受け入れに関し、平成 23 年度に引き

続き候補者向け日本語研修を実施する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施、看護

師・介護福祉士候補者訪日前日本語研修の実施 

 

エ． タイ 

（ア） 良好な対日観の維持・対日理解の促進 

タイ側関係機関および在タイの外国文化・教育機関と積極的に連携し、波及効果の高い文化

事業を実施する。さらに、特に若者層を対象に、日本ファンの裾野を拡大する。また、対日理

解の底上げのため、地方都市での事業展開を一層推進する。 

【事業例】デザインに関するレクチャー・デモンストレーションの実施、日本映画祭の実施 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

専門家間のネットワークを形成することで、将来の交流を担う人材育成を図る。また、若手の芸

術家や日本研究者など、将来的な日本紹介者・協力者の人材発掘・育成を進める。 
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【事業例】JENESYS プログラム「東アジアクリエーター招へいプログラム」の実施、日本語教育

世界大会への教師会関係者招へい、日本研究ネットワークの支援 

（ウ） 日本語教育支援 

特に中等教育レベルにおける日本語を推進するため、支援を行う。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施 

 

オ． フィリピン 

（ア） 良好な対日観の維持・対日理解の促進 

現代日本に関する良質の情報発信や参加型事業を通じ、若者層を中心とした日本への関心

を有する層がより深い日本理解に進むことを目指す。また、地方への事業展開を通じて対日

理解の底上げを図る。 

【事業例】デザインに関するレクチャー・デモンストレーションの実施、「日本語フィエスタ」の実

施 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

専門家間のネットワークを形成することで将来の交流を担う人材育成を図る。また、若手の芸

術家や日本研究者など、将来的な日本紹介者・協力者の人材発掘・育成を進める。 

【事業例】JENESYS プログラム「東アジアクリエーター招へいプログラム」の実施、日本研究機

関の支援 

（ウ） 日本語教育支援 

行政機関、教育機関などと連携しつつ、各分野の日本語教育を推進する。また、経済連携協

定（EPA）による看護師・介護福祉士候補者の受け入れに関し、平成 23 年度に引き続き候補

者向け日本語研修を実施する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施、看護

師・介護福祉士候補者訪日前日本語研修の実施 

 

カ． ベトナム 

（ア） 良好な対日観の維持・日本理解の促進 

特に若い世代の日本文化に対する関心やニーズに広く応えることで良好な対日観を維持する

とともに、知的交流を含む各専門分野の一歩進んだ事業を展開することで、より広い層・分野

において日本理解が深まることを目指す。 

【事業例】「戦後日本の変容」展の実施 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

専門家間のネットワークを形成することでベトナム日本文化交流センターとの人的ネットワーク

を強化するとともに、将来の交流を担う人材育成を図る。また、日本研究機関への支援等によ

り、若手、中堅の研究者を育成する。 

【事業例】JENESYS プログラム「東アジアクリエーター招へいプログラム」の実施、日本語教育

世界大会への教師会関係者招へい、日本研究機関の支援 

（ウ） 日本語教育支援 
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ベトナム政府と協力しつつ、中等教育への日本語科目導入の促進を図る。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施 

 

キ． マレーシア 

（ア） 良好な対日観の維持・日本理解の促進 

特に若者層における日本理解促進・対日関心向上を図る。また、対日理解の底上げのため、

地方都市での日本文化紹介事業等の実施にも努める。 

【事業例】日本映画祭の実施、邦楽公演の実施 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

専門家間のネットワークを形成することで将来の交流を担う人材育成を図る。 

【事業例】JENESYS プログラム「東アジアクリエーター招へいプログラム」の実施、日本語教育

世界大会への教師会関係者招へい、日本研究機関の支援 

（ウ） 日本語教育支援 

マレーシア政府と協力しながら、中等教育における日本語教育支援を実施する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、海外日本語教師研修の実施 

 

ク． インド 

（ア） 良好な対日観の維持・日本理解の促進 

特に新興する都市部中間層や、事業実施実績の少ない地域を対象とした事業展開を図り、日

印国交樹立 60 周年の機会も利用した日印交流の裾野拡大と対日理解の底上げに努める。 

【事業例】インド巡回日本映画祭の実施、邦楽公演の実施、日印対話事業の実施 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

専門家間のネットワークを形成することで将来の交流を担う人材育成を図る。  

【事業例】日本研究機関の支援、専門日本語研修（文化・学術専門家）の実施 

（ウ） 日本語教育支援 

中等教育における日本語教育への支援を継続する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

 

2． 大洋州地域 

（1） 地域別計画 

ア． 大洋州地域 

豪州、ニュージーランドについては、平成24年のJENESYSプログラム（21世紀東アジア青少年

大交流計画）終了後も人材育成やネットワークの維持・発展を図ることが肝要である。その他の

国々では日本人・日本文化に触れる機会は少なく、基金事業が貴重な機会となっている。 

 

（2） 国別計画 

国際交流基金の拠点が所在するオーストラリアについては、次のとおり事業を実施する。 
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ア． オーストラリア 

（ア） 良好な対日観の維持・対日理解の促進 

ポップカルチャー等によって更なる対日関心を喚起する。また、在外公館等の他機関との情

報共有・連携を通じ、効果的な事業展開をはかる。 

【事業例】「キャラクター大国、ニッポン」展の実施、日本映画祭の実施 

（イ） 専門家ネットワークの形成と人材育成 

幅広く厚い交流の積み重ねがある良好な関係を長期的に維持・発展させるため、次世代を担

う若手人材の育成・支援、ネットワーク形成を重視する。 

【事業例】JENESYSプログラム「東アジアクリエーター招へいプログラム」の実施、ネットワークの

核となる日本研究機関の支援、日本研究フェローシップの実施 

（ウ） 日本語教育支援 

豪州政府による 3 ヵ年のアジア言語文化特別振興プログラム（NALSSP）終了後の動向を見据

えた日本語教育支援策を検討、実施する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

 

3． 米州地域 

（1） 地域別計画 

ア. 北米地域 

米国、カナダは日本にとって重要なパートナーである。良好な対日観のもとで緊密な関係が継

続されてきているが、近年、対日関心の相対的低下も見られる。2012 年米国における桜寄贈

100 周年記念年の機会も活用して、文化交流を充実させる。 

 

イ. 中米地域及び南米地域 

日本はメキシコ、チリと EPA を締結しているほか、経済成長著しい BRICS の一翼を担うブラジル

の存在など、経済外交、資源外交の上で中南米地域の重要性は増大しており、環境、貿易等国

際社会の課題への対応におけるパートナーである。日系人が多く、日本文化に親しみのある地

域・国があると同時に、日本文化との接触が都市部の市民に限定されている国も多い点に留意

して事業を実施する。 

 

（2） 国別計画 

国際交流基金の拠点が所在するカナダ、米国、メキシコ、ブラジルについては、次のとおり事業

を実施する。 

 

ア． カナダ 

（ア） 現地機関と連携した文化芸術事業の実施 

大都市における文化芸術事業では、カナダ側の機関と連携し効率的な事業実施を行なうとと

もに、大都市以外では、在外公館等と協力し広域的な事業展開を図る。また主要な事業対象

層を若年層とし、日本文化への関心が次のステップにつながるよう留意して事業を実施する。 
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【事業例】「パフォーミング・アーツ・ジャパン」プログラムによる文化芸術機関支援 

（イ） 日本語教育の強化 

日本語学習者数を増加させる上で重要な初中等教育レベルの日本語教育の促進を図るとと

もに、日本語教師のネットワーク支援を行なう。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

（ウ） 日本研究の支援・知的交流の拡充 

広大なカナダ国内の日本研究者のネットワーク支援、フェローシップによる次世代研究者育成、

リサーチ・会議型事業を通じて、カナダ社会への日本研究成果の発信を増大する。 

【事業例】カナダ日本研究学会の支援、日本研究フェローシップの実施 

 

イ． 米国 

（ア） 米国の幅広い層（含市民レベル）における知日層の醸成 

平成 23 年度に引き続き、ファクトシート「日米同盟深化のための日米交流強化」に基づく事業

を実施する。また、東日本大震災被災地の復興に資すると共に、米国市民の日本理解増進に

つながる事業を実施する。 

【事業例】「東京 1955-1970 新しい前衛」展の実施、米国若手日本語教員派遣事業の実施、

米国 JET 記念高校生招へい事業の実施、キズナ強化プロジェクトによる青少年交流の実施 

（イ） 芸術文化の複合的紹介と対日理解の深化を目指した事業の実施 

「クール・ジャパン」への関心をより広い対日理解に結びつけるとともに、日米桜寄贈 100 周年

記念事業などを契機に、文化芸術から日本語・日本研究・知的交流まで幅広く、草の根・市民

交流の面まで根を張った交流を進める。文化芸術、日本研究、日本語教育分野の連携強化

を行い、質の高い知日派の人材の育成促進を図る。 

【事業例】「パフォーミング・アーツ・ジャパン」プログラムによる文化芸術機関支援、日米学芸

員交流の実施 

（ウ） 日本理解の基礎となる日本研究への効率的支援 

事業予算を重点配分するとともに、助成プログラムを見直し、ニーズに応じた日本研究機関支

援を行う。 

【事業例】日本研究フェローシップの実施、日本研究機関の支援 

（エ） 知的交流に資する人材育成とネットワーク形成 

将来的に、日米間の知的交流および市民交流の担い手となる人材の育成を図る。特に、パブ

リック・インテレクチュアル層における知日派の育成を行う。 

【事業例】「日米草の根交流コーディネーター派遣プログラム」の実施、日米次世代パブリック・

インテレクチュアル・ネットワーク事業の実施 

（オ） 日本語教育の推進による日本に対する特別な関心・関係を持つ層の増大 

学習者の 9 割以上が学校教育で学んでいることから、米国としての言語教育や政策状況等の

最新の動向・情報を網羅的に把握するとともにフォローに努める。同時に、財政難や教育政策

の変化等の課題に対応するべく「対米特別支援」を継続すると同時に、米側カウンターパート

と協力し、日本語教育基盤・周辺状況の維持・拡大を目指す。 
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【事業例】さくら中核事業の実施、ロサンゼルス日本文化センター「米国グラントプログラム」に

よる日本語教育支援 

 

ウ． メキシコ 

（ア） 若年層への発信強化と地方展開 

若年層を意識した現代文化の紹介、震災後の日本に関心を持つ層への文化を通じた情報提

供により一層の日本理解の向上を図る。 

【事業例】アニメ・漫画に関するレクチャー・デモンストレーションの実施、サン・マルコス祭にお

ける邦楽公演の実施 

（イ） 日本研究の効果的支援 

メキシコにおける日本研究の中核機関を支援する。 

【事業例】日本研究機関の支援 

（ウ） 日本語教育の拡充による日本に関心を持つ層の増大 

現地の日本語教育機関とも連携して、日本語教育の質的向上及び学習者数増加を図る。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

 

エ． ブラジル 

（ア） 良好な対日観の維持拡大 

広大な国で良好な対日観の維持拡大を目指し、効率的に事業を実施する。 

【事業例】服飾文化に関するレクチャー・デモンストレーションの実施 

（イ） 現地のニーズを踏まえた日本語教育の推進 

現地事情を踏まえ、効率的に日本語教育を推進する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

（ウ） 日本研究・知的交流の強化 

ブラジルにおける拠点機関への支援を中心に、ネットワーク構築も行い、日本理解の基盤とな

る日本研究を強化する。 

【事業例】日本研究機関の支援、専門日本語研修（文化・学術専門家）の実施 

 

4． 欧州地域 

（1） 地域別計画 

ア. 西欧地域 

西欧は日本と基本的価値を共有し、国際社会の安定と繁栄に向けて共に主導的な役割を果た

すパートナーである。日本研究機関や、日本研究者の欧州ネットワーク組織が存在している。文

化施設が整備され、国際的なイベントを含めた現地主導による企画が充実しているが、地方都

市等の市民にとっては、日本人・日本文化に触れる機会は必ずしも高くない点に留意して事業

を実施する。 

 

イ. 東欧地域 
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日本語学習熱は高く、また近年日本研究は急激に拡大しているが、大都市部を除いて、日本

人・日本文化との接触は限定的であり、特に地方において日本の知識は不足している点に留意

して事業を実施する。 

 

（2） 国別計画 

国際交流基金の拠点が所在するイタリア、英国、スペイン、ドイツ、フランス、ハンガリー、ロシア

については、次のとおり事業を実施する。 

 

ア． イタリア 

（ア） ローマ日本文化会館開館 50 周年を契機とする文化事業の拡充 

これまでの効果・反響も踏まえた文化紹介、日本語講座の拡充、ローマ市を始めとする外部機

関との連携等、集客力強化も念頭においた取り組みを進めて、開館 50 周年を迎えるローマ日

本文化会館の活動を中心に、事業の拡充を図る。 

【事業例】「近代日本画と工芸」展の実施、「ダブル・ヴィジョン-日本現代美術」展の実施 

（イ） 地域の実情に応じた日本語教育支援 

北部・中部地域を中心とした中等教育の推進等、地域毎の実情に応じた日本語教育支援を

実施する。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

（ウ） 若手専門家や若者・青少年層への働きかけ 

青少年交流の一環としてのポップカルチャー事業の実施検討、若手研究者の育成に力点を

置いたフェローシップや研究拠点への支援など、次世代を担う若手専門家や若者・青少年層

への働きかけに努める。 

【事業例】日本のポップカルチャーに関するセミナー実施、日本研究フェローシップの実施 

（エ） ヴェネツィア・ビエンナーレ建築展への参加 

第13回建築展参加において、日本館での震災復興をテーマとした展示及びその運営に主導

的役割を果たすとともに、ローマ日本文化会館にて関連企画を実施する。 

 

イ． 英国 

（ア） 現地連携を通じた文化芸術交流・知的交流の全英的な展開 

2008 年～2009 年の「日英交流 150 周年」で得られた関係者ネットワークや市民・草の根交流

の拡充成果も生かして、引き続き地方展開にも配慮した文化芸術紹介や研究交流支援を図る

とともに、2012 ロンドンオリンピック関連の文化芸術事業に機動的に対応する。 

【事業例】テムズフェスティバルへ東北の民俗芸能（鹿踊り）を派遣 

（イ） 各教育段階に応じた日本語教育支援 

新政権の教育政策の見直し動向を注視しながら、初中等レベルでの日本語教育の導入支

援・維持拡大に努める。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

（ウ） 若者・青少年層への働きかけ 



 

22 

他の財団・大学からの援助が受けにくい若手のアーティストや研究者へのロンドン日本文化セ

ンターの現地助成等を活用した積極支援や青少年交流の一環としてのポップカルチャー関連

事業の実施など、次世代を担う若手専門家や若者・青少年層への働きかけに努める。 

【事業例】「キャラクター大国ニッポン」展の実施、日本研究フェローシップの実施 

 

ウ． スペイン 

（ア） 現地機関と連携した文化事業の展開 

2013年 7月から始まる「慶長遣欧使節訪西400周年」への対応準備を含めて、本格稼動3年

目を迎えるマドリード日本文化センターを対スペイン事業の拠点として文化芸術交流事業を展

開する。また、事業実施にあたっては、カサ・アシア、セルバンテス協会を始めとする関係機関

や現地団体との関係を更に強化して、今後の活動多角化のための交流ネットワークを引き続

き整備する。 

【事業例】日本映画上映会の実施 

（イ） 現地ニーズに対応した日本語教育の推進 

東アジア研究学士課程の本格導入や日本語教師会の発足など、文化センター設立以降日本

語教育の拡充機運も高まっている好機を生かして、専門家派遣、さくら中核事業等の手段を

有機的に連動させて、現地ニーズに的確に対応した教育支援を行なう。 

【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施 

（ウ） 若手研究者の育成 

大学の日本研究課程の支援等を行い、若手研究者育成を促進する。 

【事業例】日本研究機関の支援、日本研究フェローシップの実施 

 

エ． ドイツ 

（ア） 日独交流 150 周年の成果を活用した文化事業の拡充 

「日独交流 150 周年」にて培われた交流成果を維持するために、事業の実施拠点であるケル

ン日本文化会館の独全域への幅広い展開のためのコーディネート機能を発揮して、域内 5公

館や現地機関、日本語教師会等とも連携した文化事業やセミナーの地方巡回にも努める。 

【事業例】「日独対話」展の実施、さくら中核事業の実施 

（イ） 旧東独地域を始めとする事業の地方展開 

旧東独地域を始めとするケルン以外の地域における日本文化紹介や日本語教育への梃入れ

をすべく、ベルリン日独センターとの連携や個別事業の巡回、文化会館派遣専門家の出張指

導等を通じて、将来的な知日派育成を見据えた対日関心層の拡大に努める。 

【事業例】「戦後の日本の変容」展の実施、さくら中核事業の実施 

（ウ） 外部機関との連携を通じた知的対話事業の継続 

ドイツの文化機関・シンクタンクとの連携により、共通の課題、関心事項に関する知的対話を継

続する。 

【事業例】日独両国の共通課題をテーマとする共催講演会等の実施 

 



 

23 

オ． フランス 

（ア） パリ日本文化会館開館 15周年を契機とする文化事業の拡充 

現地機関や民間との連携、積極的な周知・広報活動、施設の効果的活用、分野を横断する通

年テーマの設定、支援協会との協力を通じて、開館15周年を迎えるパリ日本文化会館の活動

を中心に、事業の拡充を図る。 

【事業例】「日本美術が笑う」展の実施、講演会シリーズの実施 

（イ） 中等教育を中心とする日本語教育の支援 

中等教育段階における外国語教育の普及と日本語需要の高まりに対応し、中等教育におけ

る日本語教育の普及拡大を目指すとともに、パリ以外の地方を含むフランス国内、ヨーロッパ

全域を対象にした教師研修の実施・支援を行なう。 

【事業例】日本語専門家の派遣、日本語学習サイト「エリンが挑戦！にほんごできます。」「アニ

メ・マンガの日本語」仏語版ページ開設、日本語キャラバンの実施 

（ウ） 現地機関との連携等を通じた日本研究の推進 

現地機関と緊密に連携して、欧州の日本研究のレベルアップを図る事業を行う。 

【事業例】アルザス日本研究セミナーの実施、日本研究機関の支援 

（エ） 若手専門家や若者・青少年層への働きかけ 

会館イベントでの教育プログラムの拡大、青少年交流の一環としてのポップカルチャー事業の

実施、若手人材の育成に力点を置いた教育・研究機関への支援や日本研究フェローシップな

ど、次世代を担う知日派、専門家の育成や若者・青少年層への働きかけに努める。 

【事業例】日本研究フェローシップの実施、Japan Expo 会場でのコンサート実施 

 

カ． ハンガリー 

（ア） 次世代を担う若者・青少年層を対象とした事業展開 

2009 年の「日・ドナウ交流年」等を通じて得られた交流の機運を継続的な対日関心や日本語

学習への導入につなげるべく、現地団体との連携、青少年交流や若手研究者育成など次世

代を対象とした事業展開に努める。 

【事業例】日本研究フェローシップの実施 

（イ） 日本語教育支援と日本研究基盤の整備 

新政権の文化教育政策を注視しつつ、現地機関での日本研究修士コース、日本語教師養成

コース再開を次世代専門家育成の観点からも喫緊の課題と位置づけて必要なサポートを講じ

るとともに、民間資金を活用した「日･ハンガリー協力フォーラム」事業としての教師研修や教材

制作を通じた日本語教育への集中的支援を継続する。 

【事業例】「日・ハンガリー協力フォーラム」日本語教育特別事業の実施、さくら中核事業の実

施、専門日本語研修（文化・学術専門家）の実施、日本研究機関の支援 

 

キ． ロシア 

（ア） 国際交流基金の拠点を核とする文化事業の拡充 

国際交流基金現地拠点の活動をロシア向け事業の核の一つとして、主要都市向け事業を中
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心とする大型文化紹介事業の実施、日本語教育・日本研究機関への適切な支援等を実施す

る。また、周辺地域も含めた対日感心層の拡大を目指す。 

【事業例】「3.11-東日本大震災の直後、建築家はどう対応したか」展の実施、日本語専門家の

派遣 

（イ） 若者・青少年層をターゲットにした取り組み 

青少年交流やポップカルチャー事業等の戦略的展開、若手研究者に力点をおいた研究機関

への支援やセミナー開催など若者・青少年層での親日感の深化や次世代の日本専門家の育

成を目指した取り組みを強化する。 

【事業例】「ダブル・ヴィジョン-日本現代美術」展の実施、日本研究フェローシップの実施 

（ウ） 極東・シベリア地域及びその他の地域での事業展開 

2012年9月のウラジオストクでのAPEC開催を控えた極東・シベリア地域を環太平洋に位置す

るアジアの一構成要素と再認識した上で、「環境」「福祉」等知的テーマを切り口とした文化事

業、専門家派遣終了後の現地化も見据えた適切な日本語教育支援等を展開し、市民レベル

での信頼感醸成と日本専門家の育成を図る。その他、広く地方都市への主催事業巡回や在

外事業実施も進める。 

【事業例】APEC サミットに合わせた知的対話・会議の支援、日本語専門家の派遣、さくら中核

事業の実施 

 

5． 中東地域 

（1） 地域別計画 

ア. 中東地域及び北アフリカ地域 

2011年の「アラブの春」に続く中東諸国での諸改革等の情勢に留意して事業を検討・実施する。

日本についての直接の情報に接する機会は少ないが故に、2012 年の「日本イスラエル外交関

係樹立 60 周年」及び「日本アルジェリア外交関係樹立 50 周年」等の大型事業を交流拡大の契

機として活用する。 

 

（2） 国別計画 

国際交流基金の拠点が所在するエジプトについては、次のとおり事業を実施する。 

 

ア． エジプト 

（ア） 対日関心層の拡大と政変後の新たな国づくりへの寄与 

日本に接する機会が限られている地域故の基礎的な対日関心の引き上げ努力を継続すると

ともに、政変後の新しい国づくり、社会発展に文化面から貢献できるような事業を実施する。 

【事業例】邦楽公演の実施、アラブ青年リーダー招へい事業の実施 

（イ） 実情に応じた日本語教育・日本研究の支援 

現地の事情に応じた日本語事業を継続、強化する。また、カイロ日本文化センターの中東全

域を見据えた日本語事業を拡充するとともに、主要大学の日本研究コース、日本研究者に対

して支援を行なう。 
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【事業例】日本語専門家の派遣、さくら中核事業の実施、専門日本語研修（文化・学術専門家）

の実施、日本研究機関の支援 
 

6． アフリカ地域 

（1） 地域別計画 

ア． アフリカ地域 

日本は、アフリカの自助努力と国際社会の協力を基本理念とする「アフリカ開発会議（TICAD）」

のプロセスを基軸として、アフリカの開発課題への取組に協力している。他方、現地では日本人・

日本文化と接する機会が極めて限られており、日本文化紹介に努める。 

 

以 上 
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[別紙２]

 平成24年度予算

（単位：百万円）

金額

収入

運営費交付金 12,812

運用収入 1,171

寄付金収入 551

受託収入 22

その他収入 892

計 15,448

支出

業務経費 14,913
　うち文化芸術交流事業費 1,977
　　　海外日本語事業費 4,963
　　　海外日本研究・知的交流事業費 3,617
　　　調査研究・情報提供等事業費 477
　　　東日本大震災復旧・復興文化交流事業費 120
　　　その他事業費 3,760

一般管理費 2,308
　うち人件費 1,557
　　　物件費 751

計 17,222

〔人件費の見積〕

年度中の総人件費見込み　2,010百万円

〔退職給付債務財源の考え方〕

　

１ 予算

（注）四捨五入による端数処理により、合計が一致しないことがある。

区別

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、休職者給与
及び派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

退職一時金、年金債務及び厚生年金基金の積立不足解消のための財源は、運
営費交付金によって措置する。
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 平成24年度収支計画

（単位：百万円）

金額

費用の部 17,219

経常費用 17,219
　文化芸術交流事業費 2,176
　海外日本語事業費 5,289
　海外日本研究・知的交流事業費 3,817
　調査研究・情報提供等事業費 589
　東日本大震災復旧・復興文化交流事業費 120
　その他事業費 3,829
　一般管理費 1,162
　　うち人件費 411
　　　　物件費 751
　減価償却費 236

財務費用 0

臨時損失 0

収益の部 17,219

運営費交付金収益 12,591

運用収益 1,171

受託収入 1,796

寄付金収益 551

その他収益 892

資産見返運営費交付金戻入 219

財務収益 0

純利益 0

総利益 0

２ 収支計画

（注）四捨五入による端数処理により、合計が一致しないことがある。

区別
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 平成24年度資金計画

（単位：百万円）

金額

資金支出

業務活動による支出 16,983
　運営費交付金事業 9,765
　運用益等事業 4,099
　一般管理費 3,120
　　うち人件費 2,368
　　　　物件費 751

投資活動による支出 5,038
　有価証券の取得 4,800
　有形固定資産取得 238

財務活動による支出 14

次期への繰越金 5,560

計 27,596

資金収入

業務活動による収入 15,448
　運営費交付金収入 12,812
　運用収入 1,171
　受託収入 22
　寄付金収入 551
　その他収入 892

投資活動による収入 4,800
　有価証券の売却 0
　有価証券の償還 4,800

財務活動による収入 0

前期からの繰越金 7,347

計 27,596

３ 資金計画

（注）四捨五入による端数処理により、合計が一致しないことがある。

区別
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